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戦後初期における社会教育職員制度の成立と展開
一社会教育主事（補）をめぐる問題を中心に一
はじめに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）　本稿は，前稿「戦後社会教育職員論の源流」
を補足することを意図している。前稿では，
戦後の社会教育職員論の展開を指導者論から
専門職論へという流れで論じたわけである
が，そうした職員論の基盤となっている社会
教育指導者論の成立経緯や社会教育職員の制
度的背景などについてほとんど言及していな
かったため，そうした論の展開を規定したと
思われる政策的動向を不問にしたままで職員
論を跡づけたという問題点を残していたので
ある。詳しくは後述するが，戦後の社会教育
職員，とりわけ社会教育主事（補）に関する
政策は，敗戦直後から社会教育法成立まで
と，それ以降の社会教育法「改正」，つまり都
道府県の社会教育主事設置を義務づけた1951
年の「改正」からそれを市町村にまで広げた
59年の「改正」を経て大きく展開してきてい
る。
　本稿ではそうした政策的動向をおさえるこ
とを通して，次のような問題にっいて考察を
試みたいと考える。すなわち，1945年の敗戦
を経て，戦前の社会体制に対する反省と民主
主義的諸改革の中にあって，戦前の教化的社
会教育を担った社会教育主事（補）の制度が
残されたわけであるが，その際そこにおいて
社会教育主事（補）にはどのような職務や役
割が期待されていたのか。そしてそのことを
通して，社会教育主事（補）にはどのような
性格が付与されたのか。さらにそうした社会
教育職員に関する施策がどのように展開さ
れ，そこに連合国軍総司令部（GHQ）がどの
小　林 繁
ように関与したのか。
　いうまでもなく，わが国は敗戦直後から
1952年までGHQの間接統治下にあり，その
間1949年に社会教育法が制定され，その後先
の社会教育法「改正」等が行われている。そ
の一連の過程において「直接的に民間情報教
育局（CIE）の指導・助言によったところが
　　　　　　　2）少なくなかった」といわれているが，それが
社会教育職員の制度や政策にどのように作用
していったのか。
　また，1949年の社会教育法では具体的な社
会教育職員の規定はなされなかったが，その
成立の過程の中で職員の性格や役割といった
点についてはどのような認識が存在していた
のか。同時にそのことは，1951年の「改正」に
どのように反映され，さらに1959年の「改正」
とどのように連動していったのか。
　以上のような点に焦点を当てることによっ
て，敗戦直後から50年代にかけての社会教育
職員制度の経緯と内容そしてそこに内包され
ていた職員，とりわけいち早く制度化が進め
られた社会教育主事（補）制度をめぐる問題
を整理していくことにしたい。
　なお，前稿の「はじめに」において「1951年
の社会教育法『改正』による社会教育主事の
市町村設置の義務づけ」（p．19）となってい
たところは，都道府県設置の義務づけの誤り
であり，訂正させていただく。
（1＞敗戦直後の社会教育政策の展開と社会教
　育職員
　よく知られているように，戦後の社会教育
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政策は，1945年9月15日に文部省が出した
「新日本建設ノ方針」とそれに続く文部次官
　　　　　　　　　　　　　3　通牒「社会教育振興二関スル件」から始まる。
　しかしながらそこにおいて社会教育は，学
校教育と並んで「国体ノ護持」と「世界ノ平
和ト人類ノ福祉」に寄与するたあ，「国民資質
ノ向上」，特に「国民道義ノ昴揚」をめざすと
いう理念のもと，市町村の社会教育事業を促
進するため，地域の青年団体や少年団体，婦
人団体等を組織化し，その指導的役割を演ず
る推進者として学校の教職員や町村長，宗教
家といったいわゆる名望家層をそれにあて，
また一般の成人層に対しては，部落会や町内
会さらには様々な「教化団体」や社会事業団
体などに教化事業を推進させ，それを国家が
後押しするという，戦前の教育観や体制を残
存させた内容になっていた。
　しかしながら，1945年10月に戦時中廃止さ
れていた社会教育局が再び設置され，その後
局長に関口泰が就任するなど，リベラルなス
タッフが配置されていくことによって，上述
のような戦前的色合いの強い社会教育観も少
しずっ払拭されていくのである。具体的に
は，総選挙を契機とした公民教育の実践，労
働教育と科学の普及，郷土の再建のための社
会教育施設の整備・充実といった施策が進め
られていくことになる。
　他方，GHQもこの時期になると，　CIEを中
心に社会教育，成人教育の政策に着手し始め
る。CIEによる教育改革の基本理念は，1946
年に出された第1次アメリカ教育使節団報告
書に拠っており，戦前の軍国主義，国家主義
によって支配された日本の前近代的政治体制
とイデオロギーを除去し，平和国家の建設と
民主化を押し進めていく上で「近代的市民」
の育成が不可欠であることが強調されてい
る。それを具体化していくため，民主的指導
者の養成と活用，図書館を中心とする社会教
育施設の整備，PTAの育成と組織化，学校特
に高等教育機関の開放・拡張事業の推進など
といった施策が提唱されており，いうまでも
なく，それは社会教育行政のあり方に対して
も大きな改革を迫る内容となっていた。
　すなわち，そこではまず成人教育の目的
を，先の戦争によって「深い手傷を受けてい
る日本国民」が「平和と世界協力」の実現に
むけ，「日本人の知性および精神的資源を新
しい方向に向けさすために（中略）人類の幸
福に関係のある情報および思想を広く普及」
することに求め，具体的に文部省を中心とす
る行政の民主化と「充分に資格を備えた」職
員の配置を行い，その体制のもとで成人教育
の担い手として「民主主義的背景を持ってい
る」リベラルな日本人が指導者として活動す
　　　　　　　　　　　　　4）ることの期待が表明されている。ここにおい
ては，CIEがこうした社会教育活動の指導者
として，戦前の「迫害と弾圧」の経験を通し
て「強権による統治の有害な効果をよく知っ
ている」人々を想定していたということ，そ
れゆえ社会教育の行政と活動において，日本
の主体的努力による民主的改革を期待してい
たという点が特に注目される。
　しかしながら同時に，藤田秀雄も指摘して
　　　　5　いるように，この報告書では社会教育（関係）
団体に対する状況認識が充分ではなく，戦前
の教化団体であった青年団や婦人団体と行政
との関係の問題については触れられていな
い。民主教育を進めるための団体として
PTAの必要性が提起されているのみであっ
た。「戦前日本の軍国主義・極端な国家主義
にたいする批判はあるが，戦前日本の社会教
育の体制そのものにたいする現実的批判は不
　　　　　　　6　十分であった。」と評される所以である。
　こうした問題点をはらみっっも，この報告
　　　　　7）書を受ける形で，文部省は社会教育行政の民
主化を推進すべく新たな施策に着手する。そ
れが，文部省内における社会教育委員の委嘱
および都道府県，市町村での社会教育委員の
設置であった。特に後者にっいては，1946年
5月に文部次官通牒という形で「社会教育委
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員設置要領」を出し，そこで社会教育家，社
会事業家，文化人，宗教家，大学・高等専門
学校の教職員，社会教育団体・産業団体・青
少年団体・文化団体等の代表者，図書館や博
物館などの文化施設職員，労働組合の代表者
と学識経験者，民間の篤望家等の中から社会
教育委員を任命または委嘱するとし，その際
の社会教育委員の任務を「地方に於ける，社
会教育の刷新振興に関する，具体的諸方策
を，審議し，必要な助言をなすと共に，当該
地方に於ける，社会教育の，視察奨励を担当
　　　　8）すること」　（傍点引用者）と規定している。
　これによって，社会教育委員の設置が各地
で急速に進み，「社会教育法が制定される直
前の統計によれば，都道府県社会教育委員総
数1，470名（46都道府県全部に設置），市町村
社会教育委員総数99，584名の多きを数えてい
　9　る」という状況がっくり出されるのである。
　ここで特筆すべきは，委員が社会教育の
「具体的方策の審議とともに，視察・奨励を
おこない，とくに市町村では実践的活動をす
　1o）る」とされ，したがって「審議機関と実践機
　　　　　　　　　　　　　11）関との性格をあわせもっもの」と規定された
点である。これは，社会教育委員が個人とし
て社会教育活動の指導的役割を果たすという
こと，っまり社会教育主事と並んで社会教育
指導者として位置づけられたことを意味す
る。
　それゆえそこにおいては，教育委員会とい
う行政組織として住民を直接指導するのでは
なく，住民の学習・文化活動の条件整備を行
うという認識はまだ形成されておらず，その
意味で戦前からの社会教育行政観を少なから
ず引きずっていたということを肴取すること
ができるのである。こうした体制は，1949年
の社会教育法成立まで続き，その後社会教育
委員の数は減少していくことになる。
　また同年7月には，「公民館の設置運営に
ついて」と題する文部次官通牒が出され，公
民館の性格と機能，運営方法などについての
具体的な提言がなされてくる。この公民館構
想ではよく知られているように，「町村振興
の底力を生み出す」ため地域の交流の場，文
化教養の機関，文化団体の拠点としての公民
館の役割が強調されており，とりわけそこで
社会教育の指導者が様々な学習・文化活動に
積極的に関わることが想定されていたのであ
る。
　そしてこうした指導者の養成のため，公民
館指導者講習会や社会教育指導者講習会など
の各種の講習会，さらには文部省主催による
社会教育研究大会といった大規模な講習会
が，1947年から50年にかけて都道府県ごとに
開催されていく。
　第2次アメリカ教育使節団にむけて提出さ
れたGHQ『日本における教育の発展』（1950
年8月）によると，社会教育研究大会は1947
年以降100の地域で毎年開催され，婦人・青
年団体，宗教団体，’労働組合の代表者および
国・都道府県・市の職員，教育家，新聞記者，
さらに広く成人教育に関心を持っ人などが10
万人以上参加したという。そこにおいては，
「職業教育とガイダンス，地域での学校施設
の利用，職員の成人教育，民主的団体，討論
技術，日本の新憲法，男女共学，宗教教育，通
　　　　　　　　　　　　　　　　12）信教育，視聴覚教育及び新教育制度」を主題
とした討論を通して，「参加者に，成人教育計
画のスコープを知らせる機会を与え，新しい
教育制度にかれらを方向づける手助けをし
た。」という評価がなされている。
　さらにそれらと合わせて，文部省とCIEの
共催による教育指導者講習会（lnstitute　for
Educatinal　LeadershiP，　I　F　E　L）が1948年
から50年にかけて全国的規模で実施され，団
体民主化のあり方とその必要性が説かれてい
た。そこでは，アメリカ的グループワークの
技法と理論が積極的に導入され，それによっ
て「婦人団体の代表者と公民館長に成人教育
のさまざまな問題に関する援助と指導を受け
　　　　　　　13）る機会を与えた」とされている。
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　こうした点からも，この時期GHQと文部
省が社会教育の指導者養成にいかに熱心で
あったかが読みとれるだろう。
（2｝社会教育法の成立と社会教育関係団体を
　めぐる問題
　1946年11月3日に憲法が公布され，国民の
教育を受ける権利およびそれと密接に結びっ
いた思想・信条の自由，言論・出版の自由，
学問の自由といった一連の自由権の保障が明
記される。
　それを受けて翌年には教育基本法が成立
し，第7条で社会教育行政の基本的任務が規
定されることになる。すなわち，文部省や地
方の社会教育行政機関の役割は，直接社会教
育活動を行うことではなく，その活動を進め
ていくための「奨励」であり，「図書館，博物
館，公民館等の施設の設置，学校の施設の利
用その他適当な方法」を講じなければならな
いとされたのである。
　それはいうまでもなく，同法第10条の，教
育行政の任務を教育諸条件の整備確立に限定
し，直接行政機関が教育主体としてたちあら
われることを禁止する条項から導き出された
　　　　　ユ4）ものであった。それゆえ，社会教育行政がな
すべき役割は，施設・設備の設置と職員の配
置並びにそのための財政的援助が中核となっ
ている。
　以上のような憲法一教育基本法の内容を受
けて，1949年に社会教育法が成立する。この
法の成立過程や経緯にっいては，これまで多
　　　15）くの研究がなされてきており，詳細はそこに
譲るが，ここで特に注目したいのが，社会教
育行政と社会教育関係団体（社会教育法以前
は，社会教育団体）との関係をめぐる問題で
ある。
　1948年4月に教育刷新委員会による建議
「社会教育振興方策にっいで」が採択されて
いるが，その「社会教育団体」の項目では，国
と地方公共団体は社会教育団体を認定し，そ
の活動を「助成奨励すること」，そして国や自
治体の「事業を社会教育団体に委託実施させ
ることが出来る」，「社会教育団体に対して
は，民法による監督以上の監督をすることが
　　　16）出来る」　（傍点引用者）とされている。つま
り，社会教育団体を設置してその活動を援助
し，さらに事業委託をすることで税金等の優
遇措置をとり，それを通して社会教育団体に
対して「民法による監督以上の監督」を行う
という，文字どおり「公の支配に属する団体」
にするというものであった。
　憲法一教育基本法によって，前述したよう
な教育行政の基本的な性格と役割が明示され
たにもかかわらず，こうした官製的色彩の濃
い，すなわち「国家と国民とをっなぐ媒介項
として団体を利用し，政府の政策実現の手段
　　　　　　　　　　17）として社会教育を使う」といった「団体主義」
の観念が，戦後日本の民主的教育改革の方向
を明らかにするたあの機関として設けられた
教育刷新委員会の建議に内包されていたとい
うことは，この時期においても戦前の社会教
育観がいかに根強いものであったかを物語っ
ている。
　そうした教育刷新委員会の方向を転換させ
　　　　　　　　　　　　　　　18）たのが，同じ年の7月にCIEの指導によって
出された社会教育局長通達「地方における社
会教育団体の組織について」（いわゆるネル
ソン通達）である。すなわちそこでは，行政
が社会教育団体（例として社会教育協会，民
間の婦人団体，青年団，ボーイスカウトなど
があげられている。）に対してノーサポート，
ノーコントロールの原則を貫くことが強調さ
れ，補助金支出をはじめ具体的な禁止事項が
例示されている。
　そして都道府県は，「社会教育団体より要
請がある場合，助言者としての立場をとる事
　　　　19）ができる」が，団体の運営や事業は「全く都
道府県と独立の自主的なものたらしめるこ
と」が肝要であって，「官庁の干渉を受けず
に，法令の定める所に随って，自主的に活動
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すべきものであること」が原則とされている
のである。
　この内容にもとついて，1948年の12月に社
会教育法草案第5案がつくられ，その第13条
で「国及び地方公共団体は，法律に特別の定
めのある場合の外，これに対し財政的援助を
　　　　　　　　2o）与えてはならない。」と規定されるにいたる。
　基本的にこの草案の内容に沿った形で，社
会教育法が制定されるわけであるが，上述の
関わりで見た同法の特徴は，まず第1’に「国
民相互の間において行われる自主的な自己教
　　　21　育活動」　（国会における社会教育局長による
社会教育法案の提案理由の説明）である社会
教育の「環境を醸成する」（第3条）役割を教
育行政が担うということ。第2に，社会教育
関係団体を「法人であると否とを問わず，公
の支配に属しない団体」（第10条）と規定した
こと。第3に，教育委員会は社会教育関係団
体に対し「求あに応じ（中略）専門的技術的
指導又は助言を与えることができる」（第11
条）が，しかし「いかなる方法によっても，不
当に統制的支配を及ぼし，又はその事業に干
渉を加えてはならない。」（第12条）こと，そ
してその保証として補助金支出の禁止（第13
条）を銘記したことである。
　このように，戦後の社会教育政策において
一貫して問われてきたのが，社会教育行政と
社会教育関係団体との関係に関わる問題であ
り，そのひとつの論点をこの社会教育法の中
に見ることができる。それはすなわち，社会
教育行政が人々の自己教育としての社会教育
活動とどのように関わるかという課題であ
り，そしてそのところに社会教育職員，とり
わけ社会教育主事（補）の位置と性格および
役割をめぐる問題が投影されてくるのであ
る。
　次に，以上の敗戦直後から社会教育法が成
立する過程において，社会教育職員はどのよ
うに位置づけられ，その専門的役割がどのよ
うにとらえられていたのかについて見てい
く。
（3）戦後初期の社会教育職員に関わる政策と
　制度の展開
　これまでくり返し論じてきたように，戦後
初期の社会教育職員は社会教育指導者として
認識され，人々の学習・文化活動を直接指導
する存在として位置づけられていた。そうで
あるがゆえに，社会教育職員が他の行政，民
間を含めた様々な指導者とどのように異な
り，その特有の役割がどのように把握されて
いたのかについては，逆に見えにくい状況が
つくりだされてきたのである。敗戦直後の社
会教育の施策に関する文書や資料などには公
民館長や公民館主事についての若干の記述は
あるものの，職員固有の性格や役割に対する
堀下げた論及はほとんど見られない。
　さらに前述した社会教育委員制度の設置に
より，委員と社会教育職員との関係も指導者
という点において重なる部分が生じ，特に社
会教育主事（補）の役割がとらえにくいとい
う状況も存在していた。「戦後の社会教育改
革のなかで，社会教育職員制度についての構
想は，社会教育法制のなかにもりこまれた他
の領域に比べると，相対的に貧困であったと
　　　　　　　　　22　いわざるを得ない。」と指摘される所以であ
る。確かに社会教育主事（補）は数的には少
数であったことは事実であるが，それでも主
　　　　　　　　　　　　　　23）事の制度は存在していたのである。
　また，社会教育法の作成過程で問題となっ
た教育行政機関と社会教育関係団体との関係
においても，社会教育主事（補）の役割が問
題になってくることは当然予想されたはずで
ある。こうしたことから，とりわけ社会教育
主事（補）の位置づけがどのようになされて
いたのか，さらにそれを規定した職員制度が
どのようになっていたのかということが，重
要な論点として浮かび上がってくると思われ
る。
　①社会教育主事（補）制度の経緯をめ
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　　ぐって
　社会教育主事（補）制度の歴史は，1925年
に「地方社会教育職員制」が定あられ，道府
県に社会教育主事を60人以内，社会教育主事
補を110人以内配置することが規定されたと
ころから始まるといわれている。その後配置
人数の変更や定数化などを通して，その教化
的体質を強化しながら敗戦にいたるわけであ
るが，戦後もこの制度は継続し，地方自治法
の成立にともなう施行規定の一部改正（1947
年6月）によって，社会教育主事の職が定あ
られた。
　そして翌年の1948年に教育委員会法が制定
された際に，同施行令で都道府県教育委員会
の事務局に置かれる職員として位置づけら
れ，「上司の命を受け，社会教育に関する視察
指導その他の事務を掌る」職務に従事すると
規定されるのである。しかしながらそこで
は，これ以外の具体的な主事の資格や養成に
関わるような規定は設けられなかった。その
際文部省は，この社会教育主事に対して具体
的にどのような性格と役割を付与しようとし
たのか。
　すでに述べたように，戦後初期においては
市町村における社会教育指導者として，財政
上の理由もあって専門の職員よりも主に学校
の教職員や宗教家，地域の名望家層に期待が
かけられており，またCIEの方針もレイマン
コントロールの観点から，行政職員の関わり
は好ましくないものとされ，第1次アメリカ
教育使節団の報告書では図書館を除いて社会
教育職員に関する言及はほとんどされていな
いo
　その後教育基本法では，立法者の説明によ
ると，国および地方自治体の社会教育奨励の
方法として「都道府県におかれていた社会教
　　　　　24）育主事の協力」が想定されていたとされる
が，それはあくまでも「奨励」の一方法とし
てであり，それ以上に詳しい説明はなされて
いない。さらにそれに続く教育刷新委員会建
議「社会教育振興方策について」でも，社会
教育主事（補）について触れた部分はなく，
また公民館職員に関する記述はあるものの，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　25）「公民館職員に一定の身分をあたえること」
と述べられているのに過ぎない。
　1949年に成立した社会教育法に社会教育主
事（補）の規定が条文化されなかったのは，
以上のような流れからすればいわば必然で
あったと思われるわけであるが，実際に同法
が制定される過程では社会教育主事の問題が
どのように考えられていたのだろうか。
　②社会教育法成立過程に見る社会教育主
　　事の位置づけ
　社会教育法の制定作業ははやくも1947年4
月の第1次案からはじまり，横山宏の調査に
よると最終的に第22案まで作成されたといわ
　　　26）れている。その作成過程において，社会教育
主事の性格や役割についてはどのような問題
が検討されたのか。
　そこで特に注目されるのは，社会教育法の
最終案が1949年4月の第五国会において審議
された際に，「第五条第一号原案『社会教育に
必要な指導及び助言を行うこと』を『社会教
育に必要な援助を行うこと』と修正，第六条
第二号原案『社会教育を指導する者の養成及
び研修』を『社会教育を行う者の研修』と修
正して，社会教育の主体としての国民の位置
　　　　　　　　27）づけを明確にした。」という点である。ここ
からは，先に述べたように，社会教育行政の
機能が指導行政から条件整備や環境醸成と
いった助長行政へ変化していった状況を，社
会教育主事の職務に引きっけて読みとること
ができると思われる。
　しかしながらそのようにとらえると，同じ
く先に触れた教育委員会施行令における社会
教育主事の規定，すなわち「上司の命を受け，
社会教育に関する視察指導その他の事務を掌
る」という官製的色彩の濃い職務規定が突出
してしまい，こうした行政の性格との間に矛
盾が生じることになるのではないか。とすれ
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ば，その矛盾をどのように打開しようとした
のか。
　その意味において，施行後わずか1年で社
会教育法の「改正」を行い，そこにあらたに
社会教育主事（補）の制度を盛り込んだ経緯
に着目する必要があるだろう。
（4｝社会教育法「改正」（1951年）における社
　会教育主事（補）の位置づけ
　1949年に成立した社会教育法は，戦前の反
省から法律主義にもとづき，人々の自主的で
主体的な学習・文化活動を保障していくこと
が理念として掲げられ，社会教育行政の任務
とその限界を明示したという点で，まさに
「憲法・教育基本法体制下での一連の民主的
　　　　　　　　　　　　　　　　2s　な法体制の樟尾をかざるにふさわしい」画期
的な内容であった。それゆえこの法を拠りど
ころにして社会教育関係の法制度も整備さ
れ，1950年に図書館法が，そして1951年に博
物館法が制定される。
　しかしながら，当時自治体の厳しい経済情
勢の中にあって，社会教育の条件整備を進め
る上での財政保障を制度化する要望が高ま
り，そのなかでもとりわけ社会教育主事など
の人的条件整備の必要性が強調されてくる。
　そうした状況のもとで社会教育法の「改
正」が提案されてくるわけであるが，その際
にその理由とされたのが，学校教育における
指導主事と同じ扱いをすることで社会教育の
専門職としての社会教育主事に関する制度的
位置づけを明確にしてほしいという要求が強
かったこと，そしてより直接的には教育公務
員特別法の改正によって社会教育主事の身分
扱いに関する規定が設けられ，そのために社
会教育法にその具体的職務と資格に関する規
定を加える必要性が生じたというものであっ
た。（国会における文部大臣の「社会教育法の
一部を改正する法律案提案理由」並びに社会
教育局長の「社会教育法の一部を改正する法
　　　　　29）律案について」）
　この法「改正」によって，都道府県の教育
委員会に社会教育主事（補）を必置とし，市
町村には任意設置としたこと（第9条の2）。
社会教育主事の職務を「社会教育を行う者に
専門的技術的な助言と指導を与える。但し，
命令及び監督をしてはならない。」（第9条の
3）としたこと。さらに主事（補）資格要件を
定め，その養成のため講習規定を設け（第9
条の5），講習を「教育に関する学科又は学部
を有する大学が文部大臣の委嘱を受けて行
う」としたこと，などの条項が新たに加えら
れることになった。
　ここにおいて特筆されるのは，まず社会教
育主事の職務を専門的な「助言と指導」とし
た点である。それは，先の教育委員会施行令
の官製的ニュアンスの強い内容と比較する
と，社会教育主事が社会教育の専門的「サー
ビス員」（寺中作雄）としてとらえられるよう
になり，同時に「上司の命を受け」ないこと
により，専門職に不可欠な職務における自律
性が保証されたことを意味する。それとの関
わりで，同じく施行令にあった「その他の事
務を掌る」という文言を削除し，社会教育主
事の職務から一般行政事務の仕事を解放する
ことによって，その専門性を明確にしたので
ある。
　そのことは，社会教育法「改正」にあたっ
て文部省が作成した「予想質問答弁資料」か’
らも読みとることができる。すなわち「社会
教育主事の職務が専門的な教育職員の職務と
して確立されると，その職務内容の個々の具
体的な事項については，社会教育主事の自主
　　　　　　　　　　　　　　　　　3o）的な活動を尊重すべきであることは当然」で
あり，教育公務員として教育長や上司である
課長から「命」を受けるものの，しかしそれ
は「所謂一般的な指揮監督と解すべきで，職
務内容の個々についての指揮監督と解すべき
ではない。」というものである。
　こうした点からいえるのは，社会教育主事
は高度な専門性を有する職業であるがゆえ
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に，臼己の判断において仕事を行う裁量の余
地が相対的に大きく，それゆえにまた，その
求められる専門的力量から見て「高度の学識
経験と識見」が必要とされるということであ
る。したがって，その資格も専門的な大学で
の講習で与えられるとされている。
　そのため社会教育主事講習規定がっくら
れ，受講資格を大学に2年以上在学し，62単
位以上修得した者，あるいは旧制大学，高等
専門学校その他これに準ずる学校で62単位修
得したと見なされる者，または教育職員の免
許状を有する者などとされ，受講科目も社会
教育の原理・歴史，方法論，行財政，心理・
社会学などの他，様々なテーマや内容が取り
上げられてある。
　これを受けて文部省は，1951年に第1回の
社会教育主事講習を東京教育大学と新潟大
学，北海道大学に委嘱し，99名の修了者を出
している。その後，国の緊縮財政に起因する
経費の削減などによる実施大学の減少といっ
た紆余曲折を経ながらも，1958年度までに
　　　　　　　　　　　　31　1745名が講習を修了している。こうした点か
らも社会教育法「改正」が，社会教育主事養
成に果たした役割は大きいものであったとい
うことができるだろう。
　さらに社会教育主事の職務規定では，「専
門的技術的な助言と指導」の対象として「社
会教育を行う者」があげられている。国会の
社会教育局長の答弁（衆議院文部委員会議事
録第2号，1951年2月8日）では，それは「社
会教育関係団体，社会教育施設，学校開放の
　　　　　　　　　　　　　　　　　32　関係者から，広く住民のすべてにわたる」と
説明されているが，主たる対象は，社会教育
関係団体と社会教育施設職員（公民館主事，
図書館司書，博物館学芸員など）にあるとさ
　　　33）れている。
　ここにおいて，行政の「社会教育指導者」
の範疇がある程度整理されたことに注目する
必要があるだろう。すなわち，指導者を社会
教育主事（補）一社会教育施設職員一社会教
育関係団体という形で構造化したという点で
ある。
　そのことはまた，「改正」以後，前述の社会
教育主事講習修了者を中心にして1951年10月
に設立された「全国社会教育主事協会」の組
織化の動向にも見ることができる。その設立
趣意書では「社会教育主事は，社会教育を推
進すべき重要な任務をおびて生まれたもので
あり，社会教育は主として成人の自己教育，
相互教育を援助指導する者として，社会教育
主事の分野はきわめて広範にわたっている。
国際事情はもとより，国民社会の現実，個人
生活のあり方，さては国及び国民のなすべき
仕事について，正確な判断と適切な助言が要
求されている。」として，主事の存在とその役
割が強調されている。そしてその具体的な事
業として「1社会教育上の調査並びに研究
2会議の開催　3会誌の発行及び会員相互の
連絡　4その他必要と認める事業」等をあ
げ，それらを通して特に地方における社会教
育行政の整備と職員制度の拡充に向けての活
　　　　　　　　　　　M　動を展開していくのである。
（5）社会教育主事（補）制度と社会教育職員
　の専門的職務をめぐる問題
　上述のような社会教育主事（補）の規定を
設けた社会教育法「改正」については，国会
審議のなかでいくっかの重要な問題が指摘さ
れていた。その問題を考える際に，この時期
が，1950年の第2次アメリカ教育使節団報告
において成人教育の方向を「極東における共
産主義に対抗する最大の武器の一つは，日本
の啓発された選挙民」であるとし，そのため
の「民主的市民」の形成に求あていた点に象
徴的に示されているように，米ソ冷戦構造下
における日本の民主主義の変質といわゆる
「逆コース」の問題が顕在化してきた段階に
あり，そうした状況のもとで社会教育行政と
職員のあり方が問われていたことを想起する
必要があるだろう。
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　こうした中で国会の審議においてとりわけ
問題となったのは，社会教育主事（補）が
人々の自主的な社会教育活動に「指導」とい
う形で介入する危険性がないかという点で
あった。確かに「命令及び監督をしてはなら
ない」という禁止事項はあるものの，これに
ついての罰則規定などがないため，現実的に
この禁止事項が有効に機能するかどうかに対
しての疑問や懸念が表明されていた。
　それと合わせて，社会教育主事（補）の指
導と助言がどのような場合になされるかとい
う問題も出されてくる。すなわち，社会教育
法第11条では「文部大臣及び教育委員会は，
社会教育関係団体の求めに応じ，これに対
し，専門的技術的指導又は助言を与えること
ができる。」となっているが，「改正」案の社
会教育主事（補）の職務規定の条文（第9条
の3）には，「求あに応じ」の文言がないた
め，求あに応じなくとも「社会教育を行う者」
に指導，助言ができるように解釈されるので
はないかといった疑問や懸念であった。
　この問題に対して当初政府・文部省は，国
会審議のなかでそれができるという旨の発言
をしていたが，最終的には，11条と「改正」案
の9条の3は「相補うて一っの意味をなすの
であって」，「社会教育主事は，この十一条の
規定にございますように，指導助言を団体か
ら求められた場合でなければ，団体に指導助
　　　　　　　　　　　　　お　言をする権限はございません。」（文部委員会
会議録第五号，1951年2月6日）と明言して
いる。
　これによって，社会教育活動において行政
　　　　　　　　　　　　　　　　36）からの「指導・助言を受けない自由」を確保
し，「主事（補）の職務が，求めに応じて発動
　　　　　　　　　　　　　　　　37）されるものであることが確認された」のであ
る。と同時に，社会教育施設に対しても「自
主性を非常に重んずる意味で（中略）指導助
言を求ある場合に発動するのだ，かように解
　　　　　　　　　　　　　　　　　38）釈して差支えないと思うのであります」　（同
会議録）と述べられており，同様の趣旨が確
認されている。
　しかしながら，こうした内容がそのまま現
実の施策を意味するものではない。というの
は，例えば社会教育法「改正」の翌年に出さ
れた，文部省社会教育局編による『社会教育
の現状・昭和27年版』では，社会教育主事
（補）の職務について次のように述べられて
いるからである。すなわち，社会教育法第9
条の3の内容は「社会教育主事が個々の具体
的な社会教育問題にまで意を用いる必要がな
いということを意味するものではなく，か
えって具体的な末端の社会教育問題にまで意
を用いることによってのみ，はじめてその職
務を全うすることができるのである。（中略）
社会教育主事の職務は専門的技術的な教育に
っいての指導であるから，この面における
個々の具体的な事項については，社会教育主
事の自主的かっ積極的な活動が尊重されなけ
　　　　　　39）ればならない。」そのため主事は「いたずらに
職務に消極的であったり，供手傍観者であっ
てはならない」と。
　ここからは，先の国会答弁にみる「求あに
応じて」の趣旨から一歩踏み出た論調になっ
ていることが読みとれるだろう。その意味に
おいて，社会教育法「改正」による社会教育
主事（補）の制度化は，行政による社会教育
の指導体制づくり，つまり「指導行政の性格
　　　　　4o）をっよあた」という側面を生起させたという
ことができるのである。
　もちろん，社会教育法「改正」のもつ積極
的意味，すなわち社会教育主事の専門性と自
律性の保障という側面をとらえっつも，同時
にこうした行政の指導体制の整備化という状
況を視野に入れる時，明らかに1949年の社会
教育法制定当初の理念である，社会教育は
「相互教育」であり「自己教育」とされ，それ
ゆえ行政はノーサポート，ノーコントロール
を原則とするといった考え方からの変化を看
取することができるのである。
　そのことは，1956年に教育委員会の公選制
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を保障した教育委員会法が廃止され，新たに
教育委員の任命制を基軸とする地方教育行政
の組織及び運営に関する法律が成立すること
でさらに明確となる。
　なんとなれば，同法は教育行政の地方分権
化を後退させ，国および都道府県教育委員会
の市町村教育委員会に対する権限を強化させ
たわけであるが，そのことは指導主事と同じ
扱いとされた社会教育主事が上司の命に従う
ことを当然視する公権的解釈を強め，相対的
に専門職としての自律性を弱めることになっ
たと同時に，それと合わせて社会教育法の第
39条削除という一部「改正」が行われ，その
結果文部大臣及び都道府県教育委員会が市町
村立の公民館の求めを待っまでもなく，「必
要な指導と助言」を行えるようになることに
よって，「公立公民館その他の施設に対する
上からの権限のいっそうの強化をもたらし
　41）た」と言われているからである。こうしたこ
とから，行政がその後一貫して社会教育主事
（補）制度の拡充に熱心であったことの意図
を読みとることができると思われる。
　住民の自己教育活動の拠点となるべく構想
された公民館の職員に対する専門職規定を行
わない一方で，それを指導援助するとされる
社会教育主事（補）制度の法制化をいち早く
行い，その後1959年のいわゆる社会教育法の
大「改正」において，社会教育主事を市町村
必置にしたということに，上述の状況が端的
に表現されている。
　地方教育行政の組織及び運営に関する法律
の成立によって，教育行政機関の職員として
系列化されるようになった社会教育主事を制
度化し，他方で公民館主事の規定を設けたに
もかかわらず，「主事は，館長の命を受け，公
民館の事業の実施にあたる」とだけしか述べ
られていないという点は，前に指摘したよう
42）
に，重要な問題を後に残すことになった。
　また，社会教育主事の職務に関わって，先
の社会教育法大「改正」で社会教育関係団体
に対して補助金支出を禁じた第13条が削除さ
れたことは，社会教育主事（補）と社会教育
関係団体との関係をめぐる問題をさらに複雑
にしたことも看過できない。この条文削除に
っいては，教育の事業を行っている民間の団
体について公金支出を禁じた憲法89条との関
係で最も疑問や反対の意見が多かったことを
想起する時，社会教育関係団体を指導・助言
するとされる社会教育主事（補）の職務内容
のあり方が鋭く問われることになるのであ
る。
　さらに，とりわけ市町村においては，公民
館と社会教育主事とを兼務するケースや社会
教育主事の有資格者を公民館主事に採用する
といった状況が広がっていくなかで，公民館
主事に専門的な助言と指導を行うとされる社
会教育主事の役割や存在が実質的に意味を持
たないものになっているという現実を考える
時，あらためて社会教育主事（補）とは何か，
その存在意義の是非も含めて問い直していく
　　　　　　　　　　　　　　　　43）ことが求められてくるわけであるが，その点
にっいての実践と研究の深化は1960年代以降
の社会教育職員論の展開に待たなければなら
なかった。
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社会教育主事講習修了者数
　　　年度ﾀ施大学 昭和Q6 27 28 29 30 31 32 33
?
北海道大学 39 29 31 32 131
岩手大学 31 21 52
東北大学 27 27
山形大学 39 25 64
新潟大学 11 34 45
福島大学 45 72 117
東京教育大学 49 119 46 28 含42
東京都立大学 44 65 63 172
信州大学 14 14
名古屋大学 53 34 87
金沢大学 42 27 69
京都大学 36 36
奈良学芸大学 50 50
大阪学芸大学 55 48 103
神戸大学 64 64
岡山大学 36 36
広島大学 68 68
香川大学 48 48
徳島大学 78 78
九州大学 51 （79）O （69）U 57
長崎大学 48 48
佐賀大学 50 50
大分大学 46 46
宮崎大学 41 41
計 99 40740523126695（79）O
（69）
Q42ユ745
（注）（）内は受講者数
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